
※上記フローチャートは申告が必要かどうかの簡易な目安です。申告者の状況によっては、当てはまらない場合があります。

令和4年1月1日現在、美郷町に居住していましたか？

税務署や「e-Tax」で所得税の確定申告をしますか？ 

昨年1月1日から12月31日までの間に、何か収入が
ありましたか？

障害者年金、遺族年金、失業給付金などの非課税所得
以外に収入がありましたか？

収入は1カ所からの給与のみ
でしたか？ 主な給与以外の所得が20万円を超えますか？（給与の場合は収入）

申告は不要です。

年末調整は済んでいますか？

収入は公的年金収入のみ
ですか？

公的年金等の収入金額は
400万円以下ですか？

申告は不要です。

税務署から町に課税資料が送付されますので、町県民税の申告を
する必要はありません。

美郷町への申告は必要ありません。令和4年1月1日に居住してい
た市区町村へお問い合わせください。

町県民税の申告書の「前年中に所得がなかった場合に記入してください」
の欄に、必要事項を記入して提出してください。なお、美郷町内に住所が
ある方の扶養親族になっている方は提出不要です。
【注意事項】
未申告の場合は、所得証明、課税（非課税）証明等の発行ができません。ま
た、国民健康保険税や介護保険料、後期高齢者医療保険料、保育料、各種
医療助成制度等の区分判定等に支障をきたす場合がありますので、忘れ
ずに申告書を提出してください。
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医療費控除、社会保険料控
除、生命保険料控除など追
加する控除はありますか？

所得金額の合計や控除金額の合
計により、確定申告または町県
民税申告のいずれかの申告が必
要になります。

公的年金等に係る雑所
得以外の所得が20万円
を超えますか？

所得金額の合計や控除金額の合計
により、確定申告または町県民税申
告のいずれかの申告が必要になり
ます。

医療費控除、社会保険
料控除、生命保険料控
除など追加する控除はあ
りますか？

町県民税の申告が必要です。

税務署や町の申告相談会場で
申告できます。

確定申告が必要です。

所得金額の合計や控除金額の合計により、確定申告または町県民税申告の
いずれかの申告が必要になります。

申告すると税額が減額される場合があります。

町県民税の申告が必要です。

申告が必要です。

申告すると税額が減額
される場合があります。

税務署や町の申告相談会場で
申告できます。

確定申告が必要です。

税務署や町の申告相談会場で申告
できます。

確定申告が必要です。

町の申告相談会場で申告できます。
町県民税の申告が必要です。

町の申告相談会場で申告できます。

【ご注意ください】

・青色申告者の申告
・土地・建物の譲渡所得の申告
・雑損控除の申告
・損失申告（株式の繰越損失等）

・株式等の配当所得および譲渡所得の申告
・亡くなられた方の申告（準確定申告）
・はじめて住宅借入金等特別控除を受ける方
・消費税の申告

下記に該当する方は税務署で相談・申告してください。
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　番号確認のため、世帯全員のマイナンバーカード（個人
番号カード）または、通知カードをお持ちください。

■本人確認が必要です
・マイナンバーの提供を受けるときは、「なりすまし」を防ぐ
　ために、本人確認が義務付けられています。
・マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証等の
　本人確認書類をお持ちください。

マイナンバー（個人番号）の記載が必要です

　町では、所得税の確定申告の内容を書面ではなく、電子
データで税務署に提出しています。昨年度までに、町の申
告相談に来られた方には電子申告に必要な「利用者識別
番号」を取得していただいていますので、その際に交付さ
れた利用者識別番号の通知をお持ちください。

 また、税務署から「確定申告のお知らせ」のはがきが届い
た方は、こちらもお持ちください。
　利用者識別番号未取得の方は、今年度の町の申告相談
会場でも取得することができます。

電子申告には利用者識別番号が必要です

　医療費控除を受ける場合は、「医療費控除の明細書」の添付が必要です。家族全員分を合計するのではな
く、「医療を受けた方」「医療機関（病院・薬局）」ごとに支払った医療費を集計し、医療費控除の明細書に記入し
たうえで、申告会場にお越しください（領収書のみを持参されても控除できないのでご注意ください）。
　なお、医療費控除の明細書は令和4年１月に各戸に配布する「申告相談のご案内」に同封する予定です。

医療費控除を受ける場合は事前に「明細書」への記入が必要です

申告者本人、控除対象配偶者や扶養親族、事業専従者
記載が必要になる方

お 忘 れ な く

■医療費控除とセルフメディケーション税制の比較

※医療費控除とセルフメディケーション税制は同時に適用できません。どちらか一方のみ適用可能です。
※国民健康保険の医療費通知も添付書類として使用できますが、令和3年１１月から同年１２月診療分の医療費通知は令和
　4年３月に発送予定のため、この期間の医療費については領収書に基づいて「医療費控除の明細書」を作成してください。
※各種明細書は町税務課に備え付けているほか、国税庁ホームページからもダウンロードできます。

医療費控除

控除対象となる費用 申告者と、申告者と生計を一にする配偶者その他
親族のために支払った医療費

セルフメディケーション税制

申告者と、申告者と生計を一にする配偶者その他
親族のために購入したスイッチOTC医薬品

申告時の添付書類

・セルフメディケーション税制の明細書
・人間ドックやがん検診の領収書または結果通
　知書などの一定の取り組みを行ったことを明ら
　かにする書類

所得控除額

１月から12月までの１年間に支払った医療費の
総額から①と②を引いた額
①保険金などで補てんされる金額
②10万円（総所得金額等が200万円未満の場
　合は総所得金額等×５％）
※控除限度額は200万円

１月から12月までの１年間に購入したスイッチ
OTC医薬品の総額から①と②を引いた額
①保険金などで補てんされる金額
②１万2千円
※控除限度額は８万8千円

医療費控除の明細書
※医療保険者からの医療費通知を添付書類とし
　て使用できます（医療費通知に記載のない医
　療費については領収書に基づき「医療費控除
　の明細書」を作成してください）。

所得税も住民税も非課税の場合、医療費控除の申告は必要ない場合があります。
(例）年金収入のみの６５歳以上の方で、年金収入額が１55万円未満の方  など

医療費
控除に
ついて
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